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s .ライ JI~ 許

『屯展途上lqにむける鴻W1!YJi.f1・.業の問題と可能性
ノレ州の楠助関連企業の実強澗査にj正づくベiJf兜』

j¥ • 1・ーシマ，S・K・ パス，

Saroj Kumar Basu, Alak (ihosh and Sul,ratιI Ray, f'roble!lls and l'ossibilitil's of ll.ncillary lndustn同
仇 aDeveloping Economy: A Study flased on the Survey of A悶cillaryUnits in West Bengal, 
Calιutta, The冶＼VorklPr田 sl’rivate 1.t,l., 1%日， viif !111 p. 

予

J .マクドガノレ著

rアッサンソールードゥルガプール地方の補助関連工業
W：的調内』

Study, Calcutta John Macdougall, Ancillary Industries in Asansol-Durgapur: A Preliminary 
Re片山rchStudi担問、 6,New Yorl<, l11stitutc of P口！，lieAdministrati《旧‘ 1964,X十59p.

1：業の役割にIUlし，（11l'のような部品綴にたいLて需

要があるか，（2）現存の補助関連工業の生産コストは，と

くにりルカッゲ－，＇1・都顕のそれと比ぺて；間L、かどうか，（：，）

rU)i、らどのような補助間違工業ポ興こしうるか，等を

II月らかにするかめに， 1962年末から約lf年聞の調査（こ

れもHU也実態調査を含t；－）したものであるになお，表記
の Calcutta R巴search Studiesというのは， ニューヨ

f クの111立の Institute of Puhlic Administration l!~ 

Calct1tta Metropolitan Planning Organisationのため

に，ガルカッケfr都留の政治，行政，経済の諸側阪につ

いてフォードlH聞の資金疑劫で1961年以、来遂行してきた

司述の調査を出版したものである。

II 

s・K・パスむの著gの構成は，第 if章序論，第2意

先行調査の統計的分析，第3章1950年以後の商ベンガル

の工主すと震と補助関連［業の発肢とf生協，第4:1l'.i：十Ill政1関

連工業の業種別分析：投資と雇用ノfターン，第5章同：

生産， I家動琴、生産効7キt，第6章同：茂周構造，販路，
金融， lむ7章一；W企業ーもIll力関連企業間関係と西ベンガル

におけるその発展，第日章経済変数の相互作用：補助関

連産業へのエつノメト＇・＇ 7クス・アプ口ーチの応用，第

9章補助関連工業発展の問題と対策，第10章主要な問題

点、とれ出jむ とtrってU、お。第 1主主で目的，問題の限定，

Ji法などを示し，第2主主で38の補助関連企業の試験的調

査に穴づいて，原材料不足は設備の遊休を大にし，資本の

生産rtを著しく低める。原材料が十分に入手できれば，

インド政府は， i弓定む本カ主 100げ1レピザ）＇J:下の小企業

で，大企業に部品績をi(l按間接に恒常的に供給する企業

完了「補jl/j問連工学 J(ancillary industry）と均定L. W れ

と小規模工業一投れら土？に区日1;Lて扱t，この.f,f:i：パ企

業は小規模工業の活動する諸分野のうちでも最も将来性

（.＇）ある ＼j時にあ3二;J::, ti.こそen可二俣は卜！日F.l'lの；fi"J分

化を進めて工業の生活性を向上：主せることなどの州市で

ぺ定の佼J明策を；；；j：じてラ。～ も正「り.r.f （＇）発 i廷は略 行
本の場合lととくに明らかなように，その終’i済の諸条（牛に

！ぷじfこJ、！、：工j主；：：1の特更主川週連十：:cc：生みナf

工業f誇造とそのt芯重VJの研Jtにも，亡のよフな関連山 ft; 
卜し対ケ〕ゴフ研句J土欠かせないこをであろう。インドの

この自由Ji;j：こっu、亡の研：疋んままだ数少ないz その｝.＇i.C'J二

記の21警は貴重なものである。

S・K・パスじの著名l工、イ J ii商工＇；＂1(/ .I委託でふJ;L 

カッタ大学経済学部が1961年末からが,Jl年間で行なった

・x態調布fども EにLてトる。本弁の主要fよれ的｝土（1）病
ベンガル州における補助関連企業（その定:i'•tは政府の定

誌にちかL、）の実情を刊ぺ，（2）補助関連関係の内容とt'I:

1名の分行，発Eじの促進ic)T1:q・阻・，1nz悶を），；，，，fし，・：：必要
な施策の勧治をすること，となってu、るc

J • ？クドゲルの著三：は，西，＜ンガルの炭坑・ YJrr1,i工

業地帯のアッサンソ－，レとドウノレガプール一帯の工業発

l点がカJν なツグ下j都閣の工場・人11の集＇1＇合緩和させる

ことができないか，とu、う視点からこの地与の布lllli1I羽i事
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資本の追1JIJft人そあまり-tt－「にサ4売を増大させる三とが

可能であろう，と推論する。以下第8章までは 195の補

助関連企業の実態調査をもとに産業別・規模）｝I］にデータ

（調査時にわける投資，そJ中，J';i:：・流動日iJr片山、 hi'ffl,

生産高，遊休に生産費， t＇.く；土そのう f当iこ,i:：主P、ご？労，賃

．資本支：11,C）＇』

とくにt兎機l)IJ比車空（時系列デ一夕の比較ではなU、〕をi盈
じて上の｛hJ党Ir＋食／f；、fすることに箆点をおU、てk、るο ただ

しその/i':J:;; 7れでは，補！LI;f弘Ji主工業は西口力、！cでも

未発達でか I）‘その理由ど r. －－‘沼企業側t二とっては，

外注が必すしも貸別の節減にならないこと，低品質ない

し納期の遅延特に上る損失が多いこと，補助関連企業側

にとっては，大企業への接近が困難なこと，原材料，資

金不足のた山にね企業の誌＇~.：古iこ対応でき t;:1,、、こと，な

どが指摘されるー第 9章では，；＇~l助関連企業の経常者は

生産増大の阻害肉として原材料不足（ついで資金不足〉

を最大要因として訴えているとする。つぎに直接下請契

約制（sub-cnntr山 tingsystem）については，小企ぞ者の

強い望みにもか，＇＞わらず著二.く本発達であり守その理由

として，たか7工／ハ大企業と陵町出できない，できても，大

企業は部品の購入を普通入札制で行ない，激烈な入札競

争のもとで投機的商人たち（工場を経営していないが，

最下層零細イc:"t:F，に再下針する〉ポ著しい伝価格で落札
し，直接'j:_,_l'i,J\-:t排除されぞ九 I＇＇〔按下請契~＇Ji!,リをとって

いる場合で仇，処約期間はわずか1～2年なので資本設

備をその生産にあわせて再整備するのは損失を招く危険

も大きく，けっき Eく品質低下を招いて契約を解除され

ることが多い l そとで，著討は，国営原材料供給公社の

設立を勧丹十九コ当公社は，商人の代わりi二tfi'企業と補

助関連企業との問を仲介し，また，ここで成交した契約

生産に対しては必要な原材料を保証する，ただし，一定

期限内にそれを使用して生産を終えて製品をおIJスしない

と違約金全徴収十る。玄f二 「一定必要量jr.1. I (7）原材
料在庫を'Lつわ業は当公社に担過分を売却十札公社は

これに対して代金と「利息、」を支払う，ただし，原材料

在庫水準が低下したときに当該原材料を先の売却価格ま

たは市場担fi怜 ci:，り戻すことができる，などの！技能を果

たすとい巧 1，のである。

雪書 評

いて祐助関連工業を「！也の工業の経常的投入物となる製

品を生産する工業」と規定する〈ただし，鉄鋼，合金，

石油精製を除く。 S•K ・パスらの範囲より広い〕。つ

ぎに，当地域の41の大工場，50の炭坑の需要を調査して，

rJ lノト規模工業が生産しうるもので需要の大きい製品（こ

れは，現在はカルカッタ周辺や外同かん輸入してまかな

われている〉を調ぺ，いくつかの分野で補助関連工業の

可能性の大きいことを示す。つづいて，現存の45の補助

関連i：湯の生産コストを調べて，カルカッタ首都閣の同

様の工場のコスト !::Jl:較して，より山し、ものであるとす

る。コストを決定する諸要因（原材料需給・価格，賃金

水準，技術者，資金，土地等〉のうちで地価の安いこと

だけが好条件である。親企業と補助関連企業聞の商人の

介心：は当地方では少ないが，カルカッタのいくつかの補

助｜店主企業家は多くの用出から当地方に符転したがって

いない3 そこで，当地域で補助関連工業を発展させるた

めには，ここを今後ベンガルの工業中心地として意識的

に行戒するのが長tn b、とする。しかし，他のとりうる
手Vi'.t=して，技術計義l1X:を図ること，原材料供給を存対

に寸るために原材料統制の分散なL、し原材料荷入の招へ

いをすること，より「革命的Jには工業関係官庁の一部
をカルカッタから当地方に移すこと，などを主張する。

M jえに以上の；t民 ~iilL':i-はテンタティフやであって，とれを

MlJ三するために続々の側面の研究が必要だとして，残さ

れた問題を数多く列挙している。

IV 

UI二つの著書l土，ともに，ボンベイとならんで最も

:c主力1発達している丙ベンガルチトiの補助関連工業の実態
を明らかにしようをし，いくつかの点で興味ある事実関

係や問題を提示している（その一部はE，田で触れた〉。

その点では両者は郡跡的意義があるの

ところで， S・K・パスらの著書のほうは，非常に読

みにくいc それは誤植J誤文，論理の飛躍の多いことに

もよるが，難解さは香物の構成上の性格によるものでも

あるコすなわち，叙述の順序として，制度的・組織的側

Hu C::¥ 3章，第71めを先にして， JI長fj(J分析をあとに

したほうがわかりやすい。構成上のこの不備は，より基

町 本的には，干害者の問題へのアプローチのしかたにもかか

わってくる。すなわち小規模工業問題一般と特殊補助関

1・7 クドガルの著書は「序l，「補助開示Fr業喫品に 理I業問題との問仔，佼置づけが不明確なのである。布！

たいするお＇，，＼＇」「蒋助関連工主製品の供給 J「：ιめ関連工 対的に！多大な統計的・計量的分析（第 2,4, 5, 6, 8 

業の将来」「結為Jという拡I≫（である。まず， h子」にお ！~＜） を通じて出されているおもな結論は，補助関連工業
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特有のものであろろか。むしろそれじインrの小規模工
業一般に共通のものではなかろうか。もし，非補助関連

工業どの比較がたされてし、たたらば，そこで提示された

諸点が，どの程度において補助関連工業の特殊な点なの

であるか読者も半IJ附できるであろう。また， J市助演；主工
業の発展にとって商人の介在が最大の阻害関（p.140〕

であるのな九ば，もっととの点に焦点をあてた詳しい実

態調査が必要であろう。親企業の実態調査をした第7章

で，内助問i皇企業が関｛系をもっと述べた親企業140のう

ち87が，実際は商人にすぎなかったことを指摘してい

る。しかし，とれら商人は実態潟査対象からはずされて

いるつ同燥に統計的，計坐的分析の部分でも，親企業の

種類別，もしくは親企業との関係のもち方のちがu、で類

別して，キIIJi:.問の比較をしたたはま，もっと行意義た分

析になりえたと脅えられる。

マクドガ、1＞のt王うは，その守主でも明記しているよう

に，事実関係を簡単に提示した審物であるので特別にコ

メントするとと i，たかろう。しかし， i芯知のように，イ

ンドでは，経済危機の深化を契機に，統制自由化か，強

化か，をめぐって数しヤ論争のあるとごろであるが（実

際には前者の方向に施策が動いている〉，ここでとりあげ

た2さは料保な開題に関するものとはいえ，はからずも

この論争の両極を代表しているようである。パスらの著

書がは材t+i~ 親企業－t1括的関理企業関係の絞市I）強化（公

社の設立〕を主張している理由は実態研究から導いたの

で，がなり論理由ワには説件性を合んでL、る（主ちろん，

その実現可能性は経済外的な，歴史的，政治的条件の規

定すると二ろであろうが〉けれども，マクドガルのほう

は，なぜtrn~の分散と商人の導入を主張してヤるのか不

明確である。おそらくは，商人の介在による弊害が当地

方ではまだはられないということによるのであろう。し

かし補助関連企業がより発達したカルカッタ等での商人

の介在の実態にっし、て知らなかった心ずはなく，事実，

本舎の初めのところで，パスらに調査上の示唆をうけて

いるのである。

警護アジア経済調査研究双審盤
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